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婦人保護施設の存在意義と今後
――利用者の変化をとおして――





















































































































































































































































































































































































～２０ ２０～２５ ２５～３０ ３０～３５ ３５～４０ ４０～
売防法前 ３５(２２％)７８(４８％)３４(２１％) ９(６％) ３(２％) ２(１％)
売防法後 １２(３％) ７７(２２％)１０３(30％) １２３(36％) ３１(９％)
ＤＶ法前 ３１(６％) ４９(１０％)５９(１１％) ６９(１３％) ３０９(６０％)
※年齢区分の境界(未満か以下か)が各調査で統一されていないためこの表記とした。
表２ 売春防止法施行前後とＤＶ法前の学歴 人
初等教育(中退) 中等教育(中退) 高等教育(中退) 専門学校(中退) 短大、大学(中退)
売防法前 ８９(１５) １３( １) ５４(２６) ４(１) １(－)
売防法後 １９７(１７) ８１(１２) ６２(２０) ― ―
ＤＶ法前 ５４(１８) ２５７(１１) １２２(３０) １５(－) １７(－)
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婦人保護施設の存在意義と今後
プライバシー保護が最優先課題とされてきた。
４)労働省婦人少年局婦人課 売春婦並びにその相手方につ
いての調査 杉屋印刷 1953
５)４節（東京都婦人相談所の相談件数の推移）参照
６)林千代、堀千鶴子 2000『婦人福祉委員会から婦人保
護委員会へ』女性福祉研究会
７)これまでの対象者の変化と比較しやすいよう、ここでは
法での入所者は除外されている。
８)詳細は「ケースワークにおける専門性の考察――婦人保
護施設における事例を通して――」武藤、2001 を参照。
(むとう・ゆうこ 静岡福祉大学短期大学部講師)
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